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１．介護予防・日常生活支援総合事業について

・平成２４年４月に、介護予防・日常生活支援総合事業が創設される。

・本事業を実施するかどうかは、市町村の判断による。

・市町村は、個々の利用者の１ヶ月の利用状況に応じて事業所に対する費用の支払いを行う場合、本事業の

審査支払業務を国保連合会へ委託することができる。

・なお、事業所に対して、事業全体の費用を一括して支払う場合等は、国保連合会への委託はできない。（こ

の場合、現行の地域支援事業と同様、保険者が事業所に対して直接費用を支払うこととなる。）

２．国保連合会へ審査支払業務を委託した場合の介護予防・日常生活支援総合事業の
　　事務処理の流れ（案）

国保連合会へ審査支払業務を委託した場合の
介護予防・日常生活支援総合事業の事務処理の流れについて（案）
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①～⑯は前頁の図に対応している。

事業所が利用者へサービス実施

① 総合事業の実施を決定

対象者把握

⑥

④

⑤

⑤

②

⑥

保険者が総合事業を実施することを決定
保険者が国保連へ事業の審査支払業務を委託（委託契
約書の締結）

調査 保険者（地域包括支援センター）は、基本チェックリストに
より、二次予防対象者を把握するための調査を行う

審査支払業務委託

要支援認定申請

保険者は申請内容を審査して、利用者へ申請結果を通知

保険者（市町村）は国保連へ支払を行う

サービス内容の決定・連絡

事業者の決定（委託）

保険者がサービス内容、サービスコード、単位数、利用者
負担を決定して、国保連へ情報送付
保険者が事業者を決定する（委託事業者の決定）。事業
所番号を付番して事業所へ連絡する。

地域包括支援センターは、利用者・事業所と調整して、ケ
アマネジメントを行う。

保険者（地域包括支援センター）は二次予防対象者を把
握

利用者は保険者へ要支援認定申請する

要支援認定申請結果通知

ケアマネジメント

国保連は請求明細書の審査を行う

受給者情報に異動があった場合に、保険者が受給者情報
を登録し、国保連へ送付

事業所情報に異動があった場合に、保険者が事業所情報
を登録し、都道府県経由で国保連へ送付

受給者情報の提供

事業所は国保連へ請求明細書を提出して、費用を請求す
る

費用の請求

費用の支払
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資料２ 国保連合会とのインタフェースの変更点について（案） 
 

平成２４年４月に介護予防・日常生活支援総合事業が創設されることに伴う国保連合会とのイン

タフェースの変更について、その基本方針を以下に示す。 

 

１．外部インタフェース仕様 

平成２４年５月以降提出分に対する 

連合会の対応 

 

区 

分 

インタフェース種

類 

交換情報 

識別番号 
レイアウト方針 

平成２４年３月 

以前の情報 

平成２４年４月 

以降の情報 

事業所異動連絡票

情報（サービス情

報） 

    

都
道
府
県 

・事業所情報更新結

果情報（サービ

ス） 

・事業所台帳情報

（サービス） 

    

介護予防・日常生活

支援総合事業費請

求書情報 

追加あり ・新規追加 

・既存の請求情報とは別ファイル

での提出を想定 

対象なし（返戻とす

る） 

新様式の審査を行う。 

介護予防・日常生活

支援総合事業費明

細書 

追加あり ・新規追加 

・既存の請求情報とは別ファイル

での提出を想定 

対象なし（返戻とす

る） 

新様式の審査を行う。 

居
宅
介
護
支
援
事
業
所 

     

介護予防・日常生活

支援総合事業費請

求書情報 

追加あり ・新規追加 

・既存の請求情報とは別ファイル

での提出を想定 

対象なし（返戻とす

る） 

新様式の審査を行う。 

介護予防・日常生活

支援総合事業費明

細書 

追加あり ・新規追加 

・既存の請求情報とは別ファイル

での提出を想定 

対象なし（返戻とす

る） 

新様式の審査を行う。 

サ
ー
ビ
ス
事
業
所 

     

保
険
者 

・受給者異動連絡票

情報 

・受給者訂正連絡票

情報 

・受給者情報突合情

報 

追加なし 

 

・コード値追加あり 

 

異動年月日が平成２

４年３月３１日以前

の情報に新コードが

設定されている場合

はエラーとする。 

異動年月日が平成２４

年４月１日以降、必要に

応じて新コードを設定

する。 

変更内容は別途提示予定 

連合会から出力する審査結果情報については、別途提示予定 

連合会から出力する審査結果情報については、別途提示予定 
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- ２ - 

平成２４年５月以降提出分に対する 

連合会の対応 

 

区 

分 

インタフェース種

類 

交換情報 

識別番号 
レイアウト方針 

平成２４年３月 

以前の情報 

平成２４年４月 

以降の情報 

・受給者訂正連絡票

情報 

・受給者情報更新結

果情報 

・受給者台帳情報

（単票） 

・受給者台帳情報

（一覧表） 

追加なし 「受給者異動連絡票情報」の内容

に準じる 

左記同様 左記同様 

・市町村固有異動連

絡票情報 

・市町村固有訂正連

絡票情報 

追加なし ・レイアウト変更有り 

 

 

異動年月日が平成２

４年３月３１日以前

の情報は未設定であ

ってもエラーとしな

い。設定している場合

は通常のチェックを

する。 

異動年月日が平成２４

年４月１日以降、必要に

応じて左記を設定する。

・市町村固有情報更

新結果情報 

・市町村固有情報 

追加なし 「市町村固有異動連絡票情報」の

内容に準じる 

新レイアウトとし、入

力に応じて左記を設

定する。 

新レイアウトとし、入力

に応じて左記を設定す

る。 

・介護予防・日常生

活支援総合事業

サービスコード

異動連絡票情報 

・介護予防・日常生

活支援総合事業

サービスコード

訂正連絡票情報 

追加あり ・新規追加 対象なし（返戻とす

る） 

新様式の審査を行う。 

・介護予防・日常生

活支援総合事業

サービスコード

更新結果情報 

・介護予防・日常生

活支援総合事業

サービスコード

情報 

追加あり 「介護予防・日常生活支援総合事

業サービスコード異動連絡票情

報」の内容に準じる 

対象なし 新レイアウトとし、入力

に応じて左記を設定す

る。 

国保連合会保有給

付実績情報 

（ 検 討

中） 

サービス事業所、居宅介護支援事

業所インタフェースの「介護予

防・日常生活支援総合事業費明細

書」の内容に準じる 

左記同様 新レイアウトで出力す

る。 

保
険
者 

     

変更内容は別途提示予定 

※サービス種類毎の支給限度額等を追加予定 

内容は別途提示予定 

 

交換情報識別番号の追加有無を含め、検討中 

連合会から出力する審査結果情報については、別途提示予定 

 



資料３ 保険者インタフェース（受給者台帳）のインタフェース変更案 

 

介護予防・日常生活支援総合事業にかかる制度変更に伴う、受給者台帳に関する国保連合会との

インタフェースの変更案について以下に示す。 

 

１．外部インタフェース項目 

１．１．項目説明 

受給者異動連絡票情報 
必須入力※１ 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

新規 変更 終了 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４
受給者異動連絡票情報の識

別番号を設定する 
○ ○ ○ 

“5311”固定 

２ 異動年月日 数字 ８

受給者の資格を取得または

変更等が生じた年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

○ ○ ○ 

※２ 

※１５ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する ○ ○ ○ 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 異動事由 数字 ２
受給者情報の異動事由を設

定する 
○ ○ ○ 

※５ 

５ 証記載保険者番号 数字 ６
被保険者証記載の保険者番

号を設定する 
○ ○ ○ 

※５ 

６ 被保険者番号 英数 １０ 被保険者番号を設定する ○ ○ ○ 
※５ 

７ 被保険者氏名（カナ） 英数 ２５
被保険者氏名をカナ文字で

設定する 
○   

※１４ 

８ 生年月日 数字 ８
生 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 
○   

※２ 

９ 性別コード 数字 １ 性別コードを設定する ○   ※５ 

１０ 資格取得年月日 数字 ８
資格取得年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
○   

※２ 

１１ 資格喪失年月日 数字 
８ 資格喪失年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
   

※２ 

１２

～ 

１８ 

変更なし 

１９ みなし要介護区分コード 数字 １
みなし要介護区分コードを

設定する 
○   

※５、※９ 

※３１ 

２０ 要介護状態区分コード 数字 ２
要介護状態区分コードを設

定する 
○   

※５ 

※２２ 

２１ 
認定有効期間（開始年月

日） 
数字 ８

認定有効期間の開始年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD) 

）を設定する 

○   

※２ 

※３０ 

２２ 
認定有効期間（終了年月

日） 
数字 ８

認定有効期間の終了年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD) 

）を設定する 

○   

※２ 

※３１ 

２３ 
居宅サービス計画作成区

分コード 
数字 

１ 居宅介護支援事業者または

自己作成の区分を設定する    

※５、※６ 

※１３ 

※２３ 

２４ 居宅介護支援事業所番号 数字 １０
居宅介護支援事業所の番号

を設定する 
   

※５、※６ 

※２３ 

新規コードとして「10:

二次予防事業対象者」を

追加
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二次予防事業対象者の場

合、その対象となる有効

期間を設定する 



- ２ - 

必須入力※１ 
項番 項目名 属性 

ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

新規 変更 終了 
備考 

２５ 
居宅サービス計画適用開

始年月日 
数字 ８

居宅サービス計画の適用開

始 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

   

※２ 

２６ 
居宅サービス計画適用終

了年月日 
数字 ８

居宅サービス計画の適用終

了 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

   

※２ 

２７ 支給限度基準額 数字 ６

被保険者証記載の訪問通所

サービス支給限度基準額を

単位数で設定する 

○   

※７ 

※Ｓ 

※３１ 

２８ 
上限管理適用期間

開始年月日 
数字 ８

訪問通所支給限度基準額管

理期間の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○   

※２ 

※３１ 

２９ 

訪
問
通
所
サ
ー
ビ
ス 上限管理適用期間

終了年月日 
数字 ８

訪問通所支給限度基準額管

理期間の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○   

※２ 

※３１ 

３０ 支給限度基準額 数字 ３

被保険者証記載の短期入所

サービス支給限度基準額を

日数で設定する 

   

※８ 

※ １６ 

※ Ｓ 

３１ 
上限管理適用期間

開始年月日 
数字 ８

短期入所支給限度基準額管

理期間の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※ ２ 

※ １６ 

３２ 

短
期
入
所
サ
ー
ビ
ス 上限管理適用期間

終了年月日 
数字 ８

短期入所支給限度基準額管

理期間の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※ ２ 

※ １６ 

３３ 
公費負担上限額減額の有

無 
数字 １

公費負担上限額減額の有無

を設定する 
○   

※５ 

※３１ 

３４

～ 

６６ 

変更なし 

 

※１： 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※２： 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※３～２９：変更なし。 

※３０：非該当である受給者については、未設定であってもエラーとしない。 

※３１：非該当、二次予防事業対象である受給者については、未設定であってもエラーとしない。 

※Ｓ： 固定長形式で表現する場合の「符号付きアンパック（ゾーン）１０進数形式項目〔以下：符号付き

形式項目〕」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なしアンパック（ゾーン）１０進数形式項

目〔以下：符号なし形式項目〕」である。 

 



資料４ サービス事業所インタフェース（請求書情報・請求明細書情報）の変更案 

 

介護予防・日常生活支援総合事業にかかる制度変更に伴う、請求書情報・請求明細書情報に関す

る国保連合会とのインタフェースの変更案について以下に示す。 

 

１．１ インタフェース一覧 

１．１．１ 介護給付費請求書情報（入力情報） 

介護予防・日常生活支援総合事業の媒体は、伝送・

磁気のみとする。帳票には対応しない。 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体

(1) 

-1 

7111 介護給付費請求

書情報 

サービス事業所等から介護給付費請求を行

う際に提出するサービス事業所単位の集計

情報 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

(1) 

-2 

7112 介護予防・日常生

活支援総合事業

費請求書情報 

サービス事業所等から介護予防・日常生活支

援総合事業費請求を行う際に提出するサー

ビス事業所単位の集計情報 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

(2) 7121 介護給付費請求

書別紙情報 

※２ 

サービス事業所等から介護給付費請求を行

う際に提出するサービス事業所のサービス

情報 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

(3) 7131 居宅介護（支援）

給付費請求明細

書情報 

サービス事業所等から下記のサービスに対

する介護給付費請求を行う際に提出する被

保険者単位の明細情報 

・訪問通所区分介護サービス 

・居宅療養管理指導 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

(4) 7143 

※１ 

※６ 

居宅介護（支援）

給付費請求明細

書情報 

サービス事業所等から下記のサービスに対

する介護給付費請求を行う際に提出する被

保険者単位の明細情報 

・短期入所生活介護 

 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

(5) 7155 

※１ 

※６ 

※８ 

居宅介護（支援）

給付費請求明細

書情報 

サービス事業所等から下記のサービスに対

する介護給付費請求を行う際に提出する被

保険者単位の明細情報 

・老人保健施設における短期入所療養介護 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

(6) 7164 

※１ 

※３ 

※６ 

居宅介護（支援）

給付費請求明細

書情報 

サービス事業所等から下記のサービスに対

する介護給付費請求を行う際に提出する被

保険者単位の明細情報 

・病院･診療所における短期入所療養介護 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

別紙は追加しない。 
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項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体

(7) 7171 居宅介護（支援）

給付費請求明細

書情報 

サービス事業所等から下記のサービスに対

する介護給付費請求を行う際に提出する被

保険者単位の明細情報 

・認知症対応型共同生活介護 

・ 特定施設入居者生活介護（平成１８年３月

サービス以前） 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

(8) 7183 

※３ 

※６ 

施設介護給付費

請求明細書情報 

サービス事業所等から下記のサービスに対

する介護給付費請求を行う際に提出する被

保険者単位の明細情報 

・介護老人福祉施設 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

(9) 7194 

※３ 

※６ 

※８ 

施設介護給付費

請求明細書情報 

サービス事業所等から下記のサービスに対

する介護給付費請求を行う際に提出する被

保険者単位の明細情報 

・介護老人保健施設 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

(10) 71A3 

※３ 

※６ 

施設介護給付費

請求明細書情報 

サービス事業所等から下記のサービスに対

する介護給付費請求を行う際に提出する被

保険者単位の明細情報 

・介護療養型医療施設 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

(11) 7132 

※７ 

介護予防サービス

給付費請求明細

書情報 

サービス事業所等から下記のサービスに対

する介護給付費請求を行う際に提出する被

保険者単位の明細情報 

・介護予防訪問通所区分介護サービス 

・介護予防居宅療養管理指導 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

(12) 7144 

※７ 

介護予防サービス

給付費請求明細

書情報 

サービス事業所等から下記のサービスに対

する介護給付費請求を行う際に提出する被

保険者単位の明細情報 

・介護予防短期入所生活介護 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

(13) 7156 

※７ 

※９ 

介護予防サービス

給付費請求明細

書情報 

サービス事業所等から下記のサービスに対

する介護給付費請求を行う際に提出する被

保険者単位の明細情報 

・老人保健施設における介護予防短期入所療

養介護 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

(14) 7165 

※７ 

介護予防サービス

給付費請求明細

書情報 

サービス事業所等から下記のサービスに対

する介護給付費請求を行う際に提出する被

保険者単位の明細情報 

・病院･診療所における介護予防短期入所療

養介護 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

- ２ - 



項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体

(15) 7172 

※７ 

介護予防サービス

給付費請求明細

書情報 

サービス事業所等から下記のサービスに対

する介護給付費請求を行う際に提出する被

保険者単位の明細情報 

・介護予防認知症対応型共同生活介護 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

(16) 7173 

※７ 

居宅介護（支援）

給付費請求明細

書情報 

サービス事業所等から下記のサービスに対

する介護給付費請求を行う際に提出する被

保険者単位の明細情報 

・特定施設入居者生活介護（平成１８年４月サ

ービス以降） 

・地域密着型特定施設入居者生活介護 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

(17) 7174 

※７ 

介護予防サービス

給付費請求明細

書情報 

サービス事業所等から下記のサービスに対

する介護給付費請求を行う際に提出する被

保険者単位の明細情報 

・介護予防特定施設入居者生活介護 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

(18) 7175 

※７ 

居宅介護（支援）

給付費請求明細

書情報 

サービス事業所等から下記のサービスに対

する介護給付費請求を行う際に提出する被

保険者単位の明細情報 

・認知症対応型共同生活介護（短期利用型） 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

(19) 7176 

※７ 

介護予防サービス

給付費請求明細

書情報 

サービス事業所等から下記のサービスに対

する介護給付費請求を行う際に提出する被

保険者単位の明細情報 

・介護予防認知症対応型共同生活介護（短期

利用型） 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

帳票

(20) 71E1 

※ 

１０ 

介護予防・日常生

活支援総合事業

費請求明細書情

報 

サービス事業所等から介護予防・日常生活支

援総合事業費請求を行う際に提出する被保

険者単位の明細情報 

サービス事

業所等 

→ 

国保連合会 

月次 伝送

磁気

※１ サービス提供年月が平成１３年１２月以前の交換情報識別番号は、（４）の場合”7141”、（５）の場合”7151”、 

    （６）の場合”7161”をそれぞれ設定する。 

※２ 平成１４年２月以降について、提出を不要とする。 

※３ サービス提供年月が平成１５年３月以前の交換情報識別番号は、（６）の場合”7162”、（８）の場合”7181”、 

    （９）の場合”7191”、（１０）の場合”71A1”をそれぞれ設定する。 

※６ サービス提供年月が平成１５年４月以降、平成１７年９月以前の交換情報識別番号は、（４）の場合”7142”、

（５）の場合”7152”、（６）の場合”7163”、（８）の場合”7182”、（９）の場合”7192”、（１０）の場合”71A2”をそれぞ

れ設定する。 

※７ サービス提供年月が平成１８年４月以降の場合に設定する。 

※８ サービス提供年月が平成１７年１０月以降、平成２０年４月以前の交換情報識別番号は、（５）の場合”7153"、 

    （９）の場合”7193”をそれぞれ設定する。 
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※９ サービス提供年月が平成１８年４月以降、平成２０年４月以前の交換情報識別番号は”7154”を設定する。 

※１０ サービス提供年月が平成２４年４月以降の場合に設定する。 

 



１．２ 項目説明 

１．２．１ 介護予防・日常生活支援総合事業費請求書情報 

 （１） 介護予防・日常生活支援総合事業費請求書情報（複数レコード） 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入

力 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４
交換情報識別番号を設定

する 
○ 

“7112”固定 

２ サービス提供年月 数字 ６

介護予防・日常生活支援総

合事業費請求書の該当す

るサービス提供年月（西暦

年月(YYYYMM)）を設定する

○ 

※２ 

３ 事業所番号 数字 １０

請求を行ったサービス事

業所等の事業所番号を設

定する 

○ 

※１    

４ 保険・公費等区分コード 数字 １
保険・公費等区分コードを

設定する 
○ 

「1:保険請求」固

定 

５ 法別番号 数字 ２

保険者請求分の場合は０、

公費請求分の場合は法別

番号を設定する。 

○ 

「0」固定 

６ 請求情報区分コード 数字 ２
請求情報区分コードを設

定する 
○ 

※１  

７ 件数 数字 ６
サービス費用の件数を設

定する 
○ 

※Ｓ 

８ 単位数 数字 １１
サービス費用の単位数を

設定する 
○ 

※Ｓ 

９ 費用合計 数字 １２
サービス費用の合計を設

定する 
○ 

※Ｓ 

１０ 保険請求額 数字 １２
サービス費用の保険請求

額を設定する 
○ 

※Ｓ 

１１ 公費請求額 数字 １２
サービス費用の公費請求

額を設定する 
 

設定不要 

１２ 

サ
ー
ビ
ス
費
用 

利用者負担 数字 １２
サービス費用の利用者負

担額を設定する 
○ 

※Ｓ 

※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31)  

※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月｣欄」参照。(P.42) 

※ Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付きアンパック（ゾーン）１０進数形式項目〔以下：符号付き形式項目〕」 

    なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なしアンパック（ゾーン）１０進数形式項目〔以下：符号 

    なし形式項目〕」である。 
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<参考：コード一覧> 

項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容 

７９ 保険・公費等区分コード 数字 １ 
1:保険請求 

2:公費請求 

情
報
名 

保険・公

費 等 区

分 コ ー

ド 

法別番号 内容 

保 険 請

求 
“０”固定

12:生活保

護 

01:居宅サービス・施設サー

ビス・介護予防サービス・

地域密着型サービス 

02:居宅介護支援・介護予防

支援 

介
護
給
付
費
請
求
書
情
報 

公 費 請

求 

12 以外 “０”固定 

８０ 請求情報区分コード 数字 ２ 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総

合
事
業
費
請
求
書
情
報 

保険請

求 
“０”固定

03：予防サービス費・生活

支援サービス費 

04：ケアマネジメント費 

※名称は仮置きのもの

です。 



 （２） 介護給付費請求明細書情報 

 格納が必要なレコードと様式の対応は以下の通りである。 
様式第○ … 介護予防・日常生活支援総合事業費請求明細書 

        （予防サービス費・生活支援サービス費）※名称は仮置きのものです。 

 

 

 

 

 

様
式
第
二
・
ニ
の
ニ 

様
式
第
三
・三
の
ニ 

様
式
第
四
・
四
の
ニ 

様
式
第
五
・
五
の
ニ 

様
式
第
六
～
六
の
六 

様
式
第
八 

様
式
第
九 

様
式
第
十 

様
式
第
○ 

基本情報レコード ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

明細情報レコード（複数レコード） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

緊急時施設療養情報レコード（複

数レコード） 
  ○※１    ○※１   

特定診療費・特別療養費情報レ

コード（複数レコード） 
  ○※2 ○※2   ○※2 

○
※2 

 

食事費用情報レコード      ○※3 ○※3 
○
※3 

 

集計情報レコード（複数レコード） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

特定入所者介護サービス費用情

報レコード（複数レコード） 
 ○※４ ○※４ ○※４  ○※４ ○※４ 

○
※４ 

 

社会福祉法人軽減額情報レコー

ド（複数レコード） 
○※5 ○※5    ○※5    

       凡例： ◎…必須レコード ○…請求内容により必要となるレコード 空白…不要なレコード 

※１… 緊急時施設療養費の請求がある場合のみ 

※２… 特定診療費・特別療養費の請求がある場合のみ 

※３… 食事費用の請求がある場合のみ 

※４… 特定入所者介護サービス費等費用の請求がある場合のみ 

※５… 社会福祉法人軽減額の情報がある場合のみ 

 

各レコードの項目について、追加・変更は行いません。 
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レコード構成図 

様式第○：介護予防・日常生活支援総合事業費請求明細書 

      （予防サービス費・生活支援サービス費）※名称は仮置きのものです。 

 
基本情報レコード 

- ８ - 

 
明細情報レコード 

： 

交換情報識別番号 

レコード種別コード 

サービス提供年月 

事業所番号 

証記載保険者番号 

被保険者番号 

  ： 
  ： 

基本情報レコード 

明細情報レコード 

交換情報識別番号 

レコード種別コード 

サービス提供年月 

事業所番号 

証記載保険者番号 

被保険者番号 

  ： 
  ： 

集計情報レコード 

交換情報識別番号 

レコード種別コード 

サービス提供年月 

事業所番号 

証記載保険者番号 

被保険者番号 
  ： 

 ：

集計情報レコード 

： 



入力必須項目と様式の対応表 

 

基本情報レコード 

項番 項目名 

様
式
第
二
・
二
の
二 

様
式
第
三
・三
の
二 

様
式
第
四
・
四
の
二 

様
式
第
五
・
五
の
二 

様
式
第
六
・
六
の
二 

様
式
第
六
の
三
・
六
の
四 

様
式
第
六
の
五
・
六
の
六 

様
式
第
八 

様
式
第
九 

様
式
第
十 

様
式
第
○ 

備

考

１ 交換情報識別番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

２ レコード種別コード ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

サービス提供年月 ◎ ◎ ◎ ◎３ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

４ 事業所番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

５ 証記載保険者番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

６ 被保険者番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

７ 負担者番号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

８ 

公
費
１受給者番号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

９ 負担者番号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

１０ 

公
費
２ 受給者番号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

１１ 負担者番号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

１２ 

公
費
３ 受給者番号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

１３ 生年月日 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

１４ 性別コード ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

１５ 
要介護状態区分

コード 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

１６ 
旧措置入所者特

例 
       ◎    

１７ 
認 定 有 効 期 間 

開始年月日 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

１８ 

被
保
険
者
情
報 

認 定 有 効 期 間 

終了年月日 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○
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項番 項目名 

様
式
第
二
・
二
の
二 

様
式
第
三
・三
の
二 

様
式
第
四
・
四
の
二 

様
式
第
五
・
五
の
二 

様
式
第
六
・
六
の
二 

様
式
第
六
の
三
・
六
の

四 様
式
第
六
の
五
・
六
の

六 様
式
第
八 

様
式
第
九 

様
式
第
十 

様
式
第
○ 備

考

 居宅サービス計画

作成区分コード 
◎ ◎ ◎ ◎   ◎     １９ 

居
宅
サ
ー
ビ
ス
計

画 

事業所番号 

（居宅介護支援

事業所等） 

○ ○ ○ ○   ○    

 

 ２０ 

開始年月日 ○２１         ○

２２ 中止年月日 ○         ○

２３ 
中止理由・入所（院）前の

状況コード 
○   

◎

*2

◎

*2
 

◎ 

*2 

◎ 

*2 

◎ 

*2 

 

 

２４ 入所（院）年月日  

◎

*

1

◎

*1

◎

*1

◎

◎ ◎ ◎ ◎ ◎  

２５ 退所（院）年月日  

○

*

1

○

*1

○

*1
○ ○ ○ ○ ○ ○  

２６ 入所（院）実日数    ◎ ◎  ◎ ◎ ◎  

２７ 外泊日数    ○ ○  ○ ○ ○  

２８ 退所（院）後の状態コード    ○ ○  ○ ○ ○  

２９ 保険給付率 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  

３０ 公費１給付率 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

３１ 公費２給付率 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

３２ 公費３給付率 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

３３ サービス単位数 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

３４ 請求額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

３５ 利用者負担額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

３６ 
緊 急 時 施 設 療

養費請求額 
 ○      ○   

３７ 
特 定 診 療 費 請

求額 
 ○ ○     ○ ○  

３８ 

合
計
情
報 

保
険 

特 定 入 所 者 介

護サービス費等

請求額 

 ○ ○ ○    ○ ○ ○  

入所（居）年月

日であってもこ

ち ら に 格 納 し

ます。 
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様
式
第
二
・
二
の
二 

項番 項目名 

様
式
第
三
・三
の
二 

様
式
第
四
・
四
の
二 

様
式
第
五
・
五
の
二 

様
式
第
六
・
六
の
二 

様
式
第
六
の
三
・
六
の
四 

様
式
第
六
の
五
・
六
の
六 

様
式
第
八 

様
式
第
九 

様
式
第
十 

様
式
第
○ 

備考

３９ サービス単位数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

４０ 請求額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

４１ 本人負担額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

４２ 
緊 急 時 施 設 療

養費請求額 
 ○      ○   

４３ 
特 定 診 療 費 請

求額 
 ○ ○     ○ ○  

４４ 

合
計
情
報 

公
費
１ 

特 定 入 所 者 介

護サービス費等

請求額 

      ○ ○ ○  

４５ 
サービス単位

数 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

 

４６ 請求額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

４７ 本人負担額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

４８ 
緊急時施設療

養費請求額 
  ○      ○   

 

４９ 
特定診療費請

求額 
  ○ ○     ○ ○  

 

５０ 

合
計
情
報 

公
費
２ 

特定入所者介

護サービス費

等請求額 

       ○ ○ ○  

 

５１ 
サービス単位

数 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

 

５２ 請求額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

５３ 本人負担額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

５４ 
緊急時施設療

養費請求額 
  ○      ○   

 

５５ 
特定診療費請

求額 
  ○ ○     ○ ○  

 

５６ 

合
計
情
報 

公
費
３ 

特定入所者介

護サービス費

等請求額 

       ○ ○ ○  
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*1 サービス提供年月が平成１４年１月以降のサービスについて、凡例に従い、入力必須もしくは請求内容により入

力を必須とするよう変更する。なお、サービス提供年月が平成 13 年 12 月以前のサービスについて設定があった場

合、無視される。 

*2 サービス提供年月が平成２１年４月以降のサービスについて、入力を必須とする。なお、サービス提供年月が平

成２１年３月以前のサービスについては、未設定であってもエラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを

行う。 

 

凡例 ◎…必須項目 ○…請求内容により設定する項目 空白…設定不要 
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明細情報レコード（複数レコード） 

項番 項目名 

様
式
第
二
・
二
の
二 

様
式
第
三
・三
の
二 

様
式
第
四
・
四
の
二 

様
式
第
五
・
五
の
二 

様
式
第
六
～
六
の
六 

様
式
第
八 

様
式
第
九 

様
式
第
十 

様
式
第
○ 

備考 

１ 交換情報識別番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

２ レコード種別コード ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

３ サービス提供年月 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  

４ 事業所番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

５ 証記載保険者番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

６ 被保険者番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

７ サービス種類コード ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  

８ サービス項目コード ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

９ 単位数 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  

１０ 日数・回数 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  

１１ 公費１対象日数・回数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

１２ 公費２対象日数・回数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

１３ 公費３対象日数・回数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

１４ サービス単位数 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  

１５ 
公費１対象サービス単

位数 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

 

１６ 
公費２対象サービス単

位数 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

 

１７ 
公費３対象サービス単

位数 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

 

１８ 摘要 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

凡例 ◎…必須項目 ○…請求内容により設定する項目 空白…設定不要 



 

集計情報レコード（複数レコード） 

項番 項目名 

様
式
第
二
・
二
の
二 

様
式
第
三
・三
の
二 

様
式
第
四
・
四
の
二 

様
式
第
五
・
五
の
二 

様
式
第
六
・
六
の
二 

様
式
第
六
の
三
・
六

の
四 

様
式
第
六
の
五
・
六

の
六 

様
式
第
八 

様
式
第
九 

様
式
第
十 

様
式
第
○ 備考

１ 交換情報識別番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

２ レコード種別コード ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

３ サービス提供年月 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

４ 事業所番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

５ 証記載保険者番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

６ 被保険者番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

７ サービス種類コード ◎
◎

*1

◎

*1

◎

*1

◎

*1

◎

*1

◎

*1

◎

*1 

◎

52

固

定 

◎

5

3

固

定 

◎

８ サービス実日数 ◎
◎

*2

◎

*2

◎

*2
  ◎    ◎

９ 計画単位数 ◎
◎

*2

◎

*2

◎

*2
 

◎

*4
◎    ◎

１０ 限度額管理対象単位数 ◎
◎

*2

◎

*2

◎

*2
 

◎

*4
◎    ◎

１１ 限度額管理対象外単位数 
◎ ◎

*2

◎

*2

◎

*2
  ◎   
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１２ 短期入所計画日数  *3 *3 *3        

１３ 短期入所実日数  *3 *3 *3        

１４ 単位数合計 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

１５ 単位数単価 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

１６ 請求額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

１７ 

保
険 

利用者負担額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

１８ 単位数合計 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

１９ 請求額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

２０ 

公
費
１ 

本人負担額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

２１ 単位数合計 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

２２ 請求額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

２３ 

公
費
２ 

本人負担額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

２４ 単位数合計 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

２５ 請求額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

２６ 

公
費
３ 

本人負担額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   

項番１０に、請求明細書の集計欄の 

「サービス単位数計」の値を設定する。 

項番１４に、請求明細書の集計欄の 

「支払単位数」の値を設定する。 
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項番 項目名 

様
式
第
二
・
二
の
二 

様
式
第
三
・三
の
二 

様
式
第
四
・
四
の
二 

様
式
第
五
・
五
の
二 

様
式
第
六
・
六
の
二 

様
式
第
六
の
三
・
六
の
四 

様
式
第
六
の
五
・
六
の
六 

様
式
第
八 

様
式
第
九 

様
式
第
十 

様
式
第
○ 

備

考

２７ 単位数合計   ○ ○     ○ ○   

２８ 請求額   ○ ○     ○ ○   

２９ 

保
険
分
出
来
高
医

療
費 出 来 高 医 療

費 利 用 者 負

担額 

  ○ ○     ○ ○  

 

３０ 単位数合計   ○ ○     ○ ○   

３１ 請求額   ○ ○     ○ ○   

３２ 

公
費
１
分
出
来
高
医

療
費 出 来 高 医 療

費 本 人 負 担

額 

  ○ ○     ○ ○  

 

３３ 単位数合計   ○ ○     ○ ○   

３４ 請求額   ○ ○     ○ ○   

３５ 

公
費
２
分
出
来
高
医

療
費 出 来 高 医 療

費 本 人 負 担

額 

  ○ ○     ○ ○  

 

３６ 単位数合計   ○ ○     ○ ○   

３７ 請求額   ○ ○     ○ ○   

３８ 

公
費
３
分
出
来
高
医

療
費 出 来 高 医 療

費 本 人 負 担

額 

  ○ ○     ○ ○  

 

*1 様式第三の場合２１固定、様式第三の二の場合２４固定、様式第四の場合２２固定、様式第四の二の場合２５固定、様

式第五の場合２３固定、様式第五の二の場合２６固定、様式第六で認知症対応型共同生活介護の場合３２固定、様式

第六で平成１８年３月サービス以前の特定施設入居者生活介護の場合３３固定、様式第六の二の場合３７固定、様式

第六の三で平成１８年４月サービス以降の特定施設入居者生活介護の場合３３固定、地域密着型特定施設入居者生

活介護の場合３６固定、様式第六の四の場合３５固定、様式第六の五の場合３８固定、様式第六の六の場合３９固定、

様式第八で介護老人福祉施設の場合５１固定、地域密着型介護老人福祉施設の場合５４固定とする。 

*2 サービス提供年月が平成１４年１月以降の短期入所サービスについて、入力を必須とする。なお、 

   サービス提供年月が平成１３年１２月以前のサービスについて設定があった場合、無視される。 

*3 サービス提供年月が平成１４年１月以降の短期入所サービスについて、入力を設定不要とする。 

   設定があった場合には、無視される。なお、サービス提供年月が平成１３年１２月以前のサービスについては、 

   従来通り（設定必須）とする。 

*4 外部サービス利用型の場合、必須とする。 

凡例 ◎…必須項目 ○…請求内容により設定する項目 空白…設定不要 



資料５ 居宅介護支援事業所インタフェース（請求書情報・請求明細書情報）の変更案 

 

介護予防・日常生活支援総合事業にかかる制度変更に伴う、請求書情報・請求明細書情報に関す

る国保連合会とのインタフェースの変更案について以下に示す。 

 

１．１ インタフェース一覧 

１．１．１ 介護給付費請求明細書（居宅サービス計画費）情報（入力帳票） 

介護予防・日常生活支援総合事業の媒体は、伝送・

磁気のみとする。帳票には対応しない。 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 

（1）

-1 
7111 

介護給付費請求

書情報 

介護給付費請求明細書

（居宅サービス計画費）

の件数等一月ごとの事業

所単位の請求情報 

居宅介護支援事業所・ 

介護予防支援事業所 

（地域包括支援センター） 

→ 

国保連合会 

月次 伝送 

磁気 

帳票 

（1）

-2 

7112 

※７ 

介護予防・日常生

活支援総合事業

費請求書情報 

介護予防・日常生活支援

総合事業費請求明細書

（ケアマネジメント費）

の件数等一月ごとの事業

所単位の請求情報 

※名称は仮置きのもので

す。  

地域包括支援センター 

→ 

国保連合会 

月次 伝送 

磁気 

（2） 7121 

介護給付費請求

書別紙情報 

※１ 

介護給付費請求書別紙の

情報 

居宅介護支援事業所 

→ 

国保連合会 

月次 伝送 

磁気 

帳票 

（3） 

8124 

※４ 

※６ 

介護給付費請求

明細書（居宅サー

ビス計画費）情報 

居宅サービス計画費請求

明細の情報 

居宅介護支援事業所 

→ 

国保連合会 

月次 伝送 

磁気 

帳票 

（4） 

8125 

※５ 

※６ 

介護予防支援介

護給付費明細書

情報 

介護予防支援費請求明細

の情報 

介護予防支援事業所 

（地域包括支援センター） 

→ 

国保連合会 

月次 伝送 

磁気 

帳票 

（5） 
8126 

※７ 

介護予防・日常生

活支援総合事業

費請求明細書情

報 

介護予防・日常生活支援

総合事業費請求明細の情

報 

地域包括支援センター 

→ 

国保連合会 

月次 伝送 

磁気 

別紙は追加しない。 

※１ 平成１４年２月以降について、提出を不要とする。 

※４ サービス提供年月が平成１８年３月以前の交換情報識別番号は“8121”を、平成１８年４月以降、平成２１年３ 

   月以前の交換情報識別番号は“8122”を設定する。 

※５ サービス提供年月が平成１８年４月以降、平成２１年３月以前の交換情報識別番号は“8123”を設定する。 

※６ サービス提供年月が平成２１年４月以降の場合に設定する。 

※７ サービス提供年月が平成２４年４月以降の場合に設定する。 
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１．２ 項目説明 

１．２．１ 介護予防・日常生活支援総合事業費請求明細書（ケアマネジメント費（※））情報 

※名称は仮置きのものです。 

 （１） 介護予防・日常生活支援総合事業費請求書情報（複数レコード） 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入

力 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４
交換情報識別番号を設定

する 
○ 

“7112”固定 

２ サービス提供年月 数字 ６

介護予防・日常生活支援総

合事業費請求書の該当す

るサービス提供年月（西暦

年月(YYYYMM)）を設定する

○ 

※２ 

３ 事業所番号 数字 １０

請求を行ったサービス事業

所等の事業所番号を設定

する 

○ 

※１    

４ 保険・公費等区分コード 数字 １
保険・公費等区分コードを

設定する 
○ 

「1:保険請求」固

定  

５ 法別番号 数字 ２

保険者請求分の場合は０、

公費請求分の場合は法別

番号を設定する。 

○ 

「0」固定 

６ 請求情報区分コード 数字 ２
請求情報区分コードを設定

する 
○ 

※１    

７ 件数 数字 ６
サービス費用の件数を設定

する 
○ 

※Ｓ 

８ 単位数 数字 １１
サービス費用の単位数を設

定する 
○ 

※Ｓ 

９ 費用合計 数字 １２
サービス費用の合計を設定

する 
○ 

※Ｓ 

１０ 保険請求額 数字 １２
サービス費用の保険請求

額を設定する 
○ 

※Ｓ 

１１ 公費請求額 数字 １２
サービス費用の公費請求

額を設定する 
 

設定不要 

１２ 

サ
ー
ビ
ス
費
用 

利用者負担 数字 １２
サービス費用の利用者負

担額を設定する 
○ 

※Ｓ 

※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31)  

※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月｣欄」参照。(P.42) 

※ Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付きアンパック（ゾーン）１０進数形式項目〔以下：符号付き形

式項目〕」 なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なしアンパック（ゾーン）１０進数形式

項目〔以下：符号 なし形式項目〕」である。 
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<参考：コード一覧> 

項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲ

ﾄ数
内容 

７９ 保険・公費等区分コード 数字 １ 
1:保険請求 

2:公費請求 

情
報
名 

保険・公

費 等 区

分コード

法別番号 内容 

保 険 請

求 
“０”固定 

12:生活保

護 

01:居宅サービス・施設サー

ビス・介護予防サービス・地

域密着型サービス 

02:居宅介護支援・介護予防

支援 

介
護
給
付
費
請
求
書

情
報 

公 費 請

求 

12 以外 “０”固定 ８０ 請求情報区分コード 数字 ２ 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総

合
事
業
費
請
求
書
情
報 

保 険 請

求 
“０”固定 

03：予防サービス費・生活

支援サービス費 

04：ケアマネジメント費 

※名称は仮置きのもので

す。 
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 （２） 介護予防・日常生活支援総合事業費請求明細書情報（ケアマネジメント費（※））情報 

※名称は仮置きのものです。 

以下の項目を設定する。（単一レコード） 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 必須入力 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４

介護予防・日常生活支援総合

事業費請求明細書（ケアマネ

ジメント費）情報の識別番号を

設定する 

※名称は仮置きのものです。

○ 

“ 8126 ” 固

定  

２ 事業所番号 数字 １０

介護予防支援事業所（地域包

括支援センター）の事業所番

号を設定する 

○ 

※１  

３ 
指定/基準該当等事業所区

分コード 
数字 １

指定/基準該当等事業所区分

コードを設定する 
○ 

※１  

４ サービス提供年月 数字 ６

当該請求対象となるサービス

を提供した年月（西暦年月

(YYYYMM)）を設定する 

○ 

※２  

 

５ 証記載保険者番号 数字 ６ ６桁の保険者番号を設定する ○ ※１  

６ 単位数単価 数字 ４
単位数単価を設定する 

○ 
※４ 

※Ｓ 

７ 被保険者番号 英数 １０
被保険者証記載の被保険者

番号を設定する 
○ 

※１  

８ 公費負担者番号 数字 ８ 公費負担者番号を設定する   

９ 公費受給者番号 数字 ７ 公費受給者番号を設定する   

１０ 被保険者生年月日 数字 ８

被保険者の生年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

○ 

※３  

１１ 性別コード 数字 １ 被保険者の性別を設定する ○ ※１  

１２ 要介護状態区分コード 数字 ２ 要介護状態区分を設定する ○ ※１  

１３ 認定有効期間(開始) 数字 ８

認定有効期間開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

○ 

※３  

１４ 認定有効期間(終了) 数字 ８

認定有効期間終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

○ 

※３  

※６ 

１５ 
居宅サービス計画作成依

頼届出年月日 
数字 ８

居宅サービス計画作成依頼

届 出 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

○ 

※ ３  

※ ５ 

１６ 
サービス計画費明細行番

号 
数字 ２

同一被保険者のサービスコー

ドごとの明細行番号連番を設

定する 

○ 

99:終端レコ

ード 固定 

１７ サービスコード 数字 ６ サービスコードを設定する ○ ※１  

１８ 単位数 数字 ４ 単位数を設定する ○ ※Ｓ 

１９ 回数 数字 ２ 回数を設定する ○ ※Ｓ 

２０ サービス単位数 数字 ６ サービスの単位数を設定する ○ ※Ｓ 

２１ サービス単位数合計 数字 ６
サービス単位数の合計を設定

する 
○ 

※Ｓ 

２２ 請求金額 数字 ６ 請求金額を設定する ○ ※Ｓ 

２３ 担当介護支援専門員番号 数字 ８
サービス計画を作成した介護

支援専門員番号を設定する 

  

２４ 摘要 英数 ２０    

２５ 利用者負担額 数字 ６ 利用者負担額を設定する ○ ※Ｓ 
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※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。（P.31） 

※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項 ｢年月｣欄」参照。(P.42) 

※ ３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項 ｢年月日｣欄」参照。(P.42) 

※ ４ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項 ｢単位数単価｣欄」参照。(P.42) 

※ ５ 被保険者でない生活保護受給者の場合は設定不要。 

※ ６ 認定有効期間の終了日が設定されていない受給者の場合は設定不要。 

※ Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

   なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 

 



資料６－１ 様式第○（案） 
 
 

平成   年   月分 
介護予防・日常生活支援総合事業費 

請求書（案） 
 

事業所番号     

名 称 
 

〒    －    

所在地  
 

 保 険 者 
 
  （別 記）殿 
 
下記のとおり請求します。     平成  年  月  日 

請求事業所

連絡先  

 

 

 

介護予防・日常生活支援総合事業費 

 

事業費 
区分 

※名称は仮置きのもの 件数 単位数 費用合計 
利用者 

負担 

予防サービス費・生活支援サービス費 

    

ケアマネジメント費 

    

 



様式第○（案） 
 

介護予防・日常生活支援総合事業費明細書（案） 
（予防サービス費・生活支援サービス費（※名称は仮置きのもの）） 

 
 

 

        平成   年   月分 
                 

        保険者番号       
 

被保険者 
番号 

          事業所 
番号 

          

 
事業所 
名称 

 (ﾌﾘｶﾞﾅ) 

 
氏名 
 

 

〒 －      

1.明治 2.大正 3.昭和 
生年月日 

  年   月  日 
性
別 

1．男 2．女

要支援 
状態区分等 二次予防事業対象者・要支援１・要支援 2 

所在地 

 

 

 

 

平成   年   月   日 から

被
保
険
者 

有効 
期間 平成   年   月   日 まで

 

請
求
事
業
者 

連絡先 電話番号 

 
 

開始・入所（居）

年月日 平成   年   月   日
中止・退所（居）

年月日 平成   年   月   日

 
 

サービス内容 サービスコード 単位数 
回数

日数
サービス単位数 摘要 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

事
業
費
明
細
欄 

        
 
 

①サービス種類コード 
／②名称 

            

③サービス実日数   日   日   日   日 

④計画単位数                         

⑤サービス単位数計                         

⑥支払単位数 
 ④⑤のうち少ない数 

                        

 

 

⑦単位数単価 
 

１０．００円／単位 合計 

⑧事業費請求額                               

請
求
額
集
計
欄 

⑨利用者負担額                               

 
 枚中  枚目 

資料６－２ 

 



様式第○（案） 
資料６－３  

介護予防・日常生活支援総合事業費明細書（案） 
（ケアマネジメント費（※名称は仮置きのもの）） 

 

                平成   年   月分 
                          

       保険者番号       
 

〒 －      事業所 

番号 
       

所在地 
 

連絡先 電話番号 

介護予防 

支援事業者 事業所 

名称 

 

単位数単価 １０．００ （円／単位） 

 

項 

番 
被保険者 請求計算 

 
サービス 

コード 被保険者番号           

（フリガナ）

 

氏 名 

 

1.明治  2.大正  3.昭和 
単位数 

生年月日 
  年  月   日

性 別 １．男   ２．女 
請求金額 

平成 年 月 日 から 要支援 
状態区分等 

二次予防事業対象者・ 
要支援１・要支援 2 

有効期間
平成 年 月 日 まで 

利用者 

負担額 

 

担当介護支援

専門員番号 
        

ケアプラン

作成依頼 

届出年月日 
平成 年 月 日 

 
摘要 

 

 

被保険者番号           

公費受給者番号        

（フリガナ）

 

氏 名 

 サービス 

コード 

1.明治  2.大正  3.昭和 
生年月日 

  年  月   日
性 別 １．男   ２．女 単位数 

平成 年 月 日 から 要支援 
状態区分 

要支援１・要支援 2 
認定 

有効期間 平成 年 月 日 まで 

請求 

金額 

 

担当介護支援

専門員番号 
        

サービス計

画作成依頼

届出年月日 
平成 年 月 日 

 
摘要 

 

 

被保険者番号           

公費受給者番号        

（フリガナ）

 

氏 名 

 サービス 

コード 

1.明治  2.大正  3.昭和 
生年月日 

  年  月   日
性 別 １．男   ２．女 単位数 

平成 年 月 日 から 要支援 
状態区分 

要支援１・要支援 2 
認定 

有効期間 平成 年 月 日 まで 

請求 

金額 

 

担当介護支援

専門員番号 
        

サービス計

画作成依頼

届出年月日 
平成 年 月 日 

 
摘要 

 

 

被保険者番号           

公費受給者番号        

（フリガナ）

 

氏 名 

 サービス 

コード 

1.明治  2.大正  3.昭和 
生年月日 

  年  月   日
性 別 １．男   ２．女 単位数 

平成 年 月 日 から 要支援 
状態区分 

要支援１・要支援 2 
認定 

有効期間 平成 年 月 日 まで 

請求 

金額 

 

担当介護支援

専門員番号 
        

サービス計

画作成依頼

届出年月日 
平成 年 月 日 

 
摘要 

 

 

被保険者番号           

公費受給者番号        

（フリガナ）

 

氏 名 

 サービス 

コード 

1.明治  2.大正  3.昭和 
生年月日 

  年  月   日
性 別 １．男   ２．女 単位数 

平成 年 月 日 から 要支援 
状態区分 

要支援１・要支援 2 
認定 

有効期間 平成 年 月 日 まで 

請求 

金額 

 

担当介護支援

専門員番号 
        

サービス計

画作成依頼

届出年月日 
平成 年 月 日 

 
摘要 

 

以下同じ 

 



資料７ 
 

介護予防・日常生活支援総合事業におけるサービスコードの考え方について（案） 

 

※現時点での案であり、今後変更があり得る。 

 

１．サービスコードの基本的な考え方 

 

  

サービス種類コード 
（２桁） 

    

サービス項目コード 
（４桁）  

 

 

 

２．サービス種類コード（案） 

 

以下のサービス種類コードを定義する。 

サービス サービス種類

コード 

サービス種類 

※サービス種類の名称は、仮置きのもの 

82 訪問型予防サービス 

83 通所型予防サービス 

84 生活支援サービス（配食） 

85 生活支援サービス（見守り） 

86 生活支援サービス（その他） 

87 ケアマネジメント 

介護予防・日常

生活支援総合事

業 

※ その他の予防サービス 

 

※ 「その他の予防サービス」とは、訪問型予防サービス・通所型予防サービスを除く

介護予防サービス・地域密着型介護予防サービスを指す。これらについてのサービス

種類コードについては、別途お示しする予定。 



様式第○（案） 

資料９  

記載例（案） 介護予防・日常生活支援総合事業費明細書 
（予防サービス費・生活支援サービス費（※名称は仮置きのもの）） 

 

        平成 ２ ４ 年 ０ ４ 月分 
                 

        保険者番号 ９ ９ ０ ０ ０ １ 
 

被保険者 
番号 

９ ９ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 事業所 
番号 

９ ９ ０ ０ ０ ５ ０ ０ １ ０

カイゴ タロウ 
事業所 
名称 ○○事業所 

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 

 
氏名 
 

介護 太郎 
〒 －      

1.明治 2.大正 3.昭和 
生年月日 

 ８年  ８月  ８日 
性
別 

1．男 2．女

要支援 
状態区分等 二次予防事業対象者・要支援１・要支援 2 

所在地 

 

 

 

 

平成 ２ ４ 年 ０ ４ 月 ０ １ 日 から

被
保
険
者 

有効 
期間 平成 ２ ４ 年 １ ０ 月 ３ １ 日 まで

 

請
求
事
業
者 

連絡先 電話番号 

 
 
 

開始・入所（居）

年月日 平成 ２ ４ 年 ０ ４ 月 ０ １ 日
中止・退所（居）

年月日 平成   年   月   日

 
 

サービス内容 サービスコード 単位数 
回数

日数
サービス単位数 摘要 

○○サービス ８ ２ ○ ○ ○ ○ １ ６ ３ ４ １ １ ６ ３ ４  

□□サービス１ ８ ３ □ □ □ □  １ ０ ０ ２ ０ ２ ０ ０ ０  

□□サービス２ ８ ３ ■ ■ ■ ■  ５ ０ ２ １ ０ ０  

△△サービス ８ ４ △ △ △ △ ３ ０ ０ ０ １ ３ ０ ０ ０  

◇◇サービス ８ ５ ◇ ◇ ◇ ◇  ５ ０ ０ １ ５ ０ ０  

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

事
業
費
明
細
欄 

        
 
 

①サービス種類コード 
／②名称 

８ ２ ○○サービス ８ ３ □□サービス ８ ４ △△サービス ８ ５ ◇◇サービス 

③サービス実日数 １ ５ 日 ２ ２ 日 ３ ０ 日 ３ ０ 日 

④計画単位数   １ ６ ３ ４   ２ １ ０ ０   ３ ０ ０ ０    ５ ０ ０ 

⑤サービス単位数計   １ ６ ３ ４   ２ １ ０ ０   ３ ０ ０ ０    ５ ０ ０ 

⑥支払単位数 
 ④⑤のうち少ない数 

  １ ６ ３ ４   ２ １ ０ ０   ３ ０ ０ ０    ５ ０ ０ 

 

 

 

⑦単位数単価 
 

１０ 円／単位 合計 

⑧事業費請求額  １ ４ ７ ０ ６  １ ６ ８ ０ ０  ３ ０ ０ ０ ０   ４ ０ ０ ０  ６ ５ ５ ０ ６

請
求
額
集
計
欄 

⑨利用者負担額   １ ６ ３ ４   ４ ２ ０ ０      ０   １ ０ ０ ０   ６ ８ ３ ４

 
１ 枚中 １ 枚目  

要支援者の場合は認定有効期間、二次予防事業対象者の

場合は二次予防事業有効期間を記載する。 
（二次予防事業対象者の有効終了年月日は、特に定めが

ない場合は記載不要） 

⑧に９割 
⑨に残額を記載する 

⑨に４２００円 
⑧に残額を記載する

⑨に１０００円 
⑧に残額を記載する 

・サービス内容及びサービスコードは現在検討中のため、「○」「□」「■」「△」「◇」にて 
表記している。 

・本記載例における、保険者が定める単位数、利用者負担は以下のとおり 
１行目 ○○サービス  82○○○○ ：1 月につき 1634 単位、保険者負担率 90％ 
２行目 □□サービス１ 83□□□□ ：1 回につき 100 単位 

利用者負担額 1 回 200 円×20 回＝4000 円 
３行目 □□サービス２ 83■■■■：1 回につき 50 単位 

利用者負担額 1 回 100 円×2 回＝200 円 
４行目 △△サービス  84△△△△：1 月につき 3000 単位、利用者負担なし 
５行目 ◇◇サービス  85◇◇◇◇ ：1 月につき 500 単位、利用者負担額 1 月 1000 円 

⑨に０円 
⑧に残額を記載する




